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◆法改正・行政の動き 

カスハラ対策義務化へ （労働施策総合推進法改正 令和８年施行予定） 
 

顧客や取引先による暴言・過度な要求など、社会通念上許容されない言動（いわゆる「カスタマ

ーハラスメント＝カスハラ」）から従業員を守るため、労働施策総合推進法が改正され、今後施行

予定です。企業にはカスハラ防止のための体制整備や対応措置が法的に義務化され、従業員の安

心・安全な職場環境の確保が求められます。 

これまでカスハラ対策は努力義務とされていましたが、今回の改正では、セクハラ・パワハラと

同様に、企業が具体的な対応を講じることが法的に義務付けられる点が大きなポイントです。企業

は、就業規則の見直しや相談体制の整備、社内方針の明文化、従業員への周知・研修の実施など、

実務的な対応が求められます。 

＜令和８年中に施行予定＞ 

＊相談体制の整備：カスハラに関する相談に適切に対応するための窓口や体制の構築 

＊抑止措置の実施：カスハラを防止するための社内方針の明確化や対応マニュアルの整備 

＊不利益取扱いの禁止：相談した従業員に対する解雇・降格などの不利益な扱いの禁止 

＊他事業者との協力：他社から協力を求められた場合には、対応に努める義務 

＊厚労省による指針の策定：企業が講じるべき具体的な措置内容が指針として示される予定 

 

カスハラ対策は事業規模を問わずすべての事業主に義務付けられます。企業は、従業員が安心し

て働ける職場づくりのために、就業規則や社内ルールの整備、相談窓口の設置など、具体的な対応

策を検討・実施していくことが求められます。 
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育休代替者雇用の助成拡充 介護休暇有給化促す 厚労省 8年度両立支援施策 

 

厚生労働省は令和８年度、両立支援等助成金の拡充など、育児・介護と仕事の両立支援に関する取組

みを強化します。同助成金は、中小企業における仕事と育児・介護の両立に向けて、業務代替の体制整

備や柔軟な働き方の導入を含めて支援するものです。８年度の予算概算要求において、関連費用として

７年度当初予算を１割程度上回る 392億円を計上しました。一部のコースについて、支援対象とする企

業の範囲を拡大するほか、取組み期間に応じた最大支給額の引上げなどを行います。 

育休中等業務代替支援コースでは、育休中の労働者や時短勤務者の業務を代替する者への手当支給を

行う場合の助成対象について、雇用労働者数の要件を撤廃します。 

育休取得者の代替要員の新規雇用に関しては、新たに対象を 300人以下企業全体に拡大するとともに、

最大支給額を引き上げます。現行制度では、代替期間に応じて７万円（７日以上 14 日未満）～67.5 万

円（６カ月以上）を支給。８年度は最大で 81 万円（１年以上）とする方針です。プラチナくるみん認

定事業主の場合は支給額を割り増し、代替期間が１年以上なら 99万円を支援します。 

介護離職防止支援コースでは、有給の介護休暇制度を導入した場合に新たに 30 万円を支給します。

休暇が年 10日以上の際は 50万円と手厚くします。 

このほか、柔軟な働き方の導入など両立に向けた個々の中小企業の課題・状況に応じ、社会保険労務

士などの専門家がアドバイスする中小企業育児・介護休業等推進支援等事業も強化します。企業への支

援を行う「仕事と家庭の両立支援プランナー」の数を増員する考えで、改正育児・介護休業法に基づく、

柔軟な働き方の実現のための個別周知・意向確認や、介護に関する雇用環境整備などについて、各社・

労働者の現状をヒアリングし、課題を踏まえた効果的な手法を提案していきます。 

 

 

◆ニュース 

 

ストレスチェックの義務拡大で 手引き作成に着手 厚労省 

労働安全衛生法の改正によりストレスチェックの実施義務が労働者 50 人未満の事業場まで拡大する

ことを受け、厚生労働省が小規模事業場向けのマニュアルの作成に乗り出しました。 

メンタルヘルス対策に関する有識者検討会の下に設置するワーキンググループで、今年 11 月ごろま

で 50 人未満の事業場に適したストレスチェックの実施方法について検討します。その後、有識者検討

会や労働政策審議会安全衛生分科会での議論を経て、今年度末～来年度初めをめどにマニュアルを公表

し、周知を進める方針です。 

ワーキンググループでは、ストレスチェックの実施を外部委託する際の事業者のかかわり方や委託先

の選定方法のほか、労働者が安心して面接指導の申出をできる環境整備のあり方などを論点とします。

労働者のプライバシー保護の観点に留意した集団分析・職場環境改善の取組みについても検討します。 

ストレスチェックに関する改正は、令和 10年５月までに施行されます。 

 

求人票の書き方助言 外国人材活用を積極化 東京労働局 

 東京労働局は、人手不足に悩む企業に対し、外国人活用を積極的に働き掛けていきます。求人に応募

が来ない事業所に対し、ハローワークから「〇〇国籍の方が活躍中」といった、外国人求職者の目を惹

くような求人票の書き方を指南します。 

 同労働局管内では、在留資格「留学」の外国人が就労ビザに移行するほか、資格外活動を行うケース

を中心に、外国人の求職申込みが増えています。今年６月に開いた留学生対象の合同就職面接会には、

例年の３倍近い 2700人が集まりました。 
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 同労働局職業対策課は、「日本で働きたい外国人と、人手不足の企業とが、うまくマッチしてほしい」

と話します。応募が集まらない企業や外国人受入れに興味がある企業に対し、外国人の応募が増えるよ

う支援します。具体的には、事業所の状況やニーズを拾いながら、「〇〇国籍の方が〇人勤務していま

す」、「海外で活躍できる人材を募集します」などの文言を求人票に盛り込むようアドバイスします。 

 外国人雇用に障壁を感じる企業には、「外国人雇用管理アドバイザー」の活用を勧めます。アドバイ

ザーは、都道府県労働局ごとに設置されており、同労働局では、社会保険労務士や出入国管理機関の出

身者など３人が担当しています。外国人から需要の高い一時帰国への対応、文化への配慮など、専門的

な助言を行っていきます。 

 

◆送検 

協定なく残業で送検 死傷病報告端緒に発覚 四日市労基署 

三重・四日市労働基準監督署は、36協定を締結せずに、労働者１人に対して違法な時間外労働をさせ

たとして、陶磁器製造業者と同社の代表取締役および専務取締役の計１法人２人を労働基準法第 32 条

（労働時間）違反の疑いで津地検四日市支部に書類送検しました。労働者が勤務中に倒れて死亡したこ

とによる死傷病報告を端緒に、違法な時間外労働が発覚しました。 

同社は令和６年３月 24日～７月３日、労働者に最長で月 74時間 15分の違法な時間外労働に従事さ

せた疑いがあります。 

労働者は同社に工場長として勤務していましたが、労働時間の管理は専務が行っていたため、管理監

督者ではないとされました。６年７月、作業中にくも膜下出血で倒れ、死亡しました。同月に死傷病報

告が提出されています。 

同社は過去には 36 協定を結んでいましたが、２年 12 月を最後に労基署への届出をしていませんでした。 

 

◆監督指導動向 

猛暑で蜂刺され災害急増 吸引器の携行求める 花巻労基署 

岩手・花巻労働基準監督署は、猛暑の影響で蜂刺されによる労働災害が急増してい

ることから、対策を講じるよう注意喚起を強めています。草木が多い場所で労働者に

作業させる場合には、毒吸引器などの救急用具を携行させるよう求めています。 

労災は林業や建設業など緑地での作業が多い業種で多発しています。一方、屋内作業でも発生してお

り、森林近くにある事務所で入ってきた蜂に刺されるなどのケースがみられます。同労基署の担当者は、

「蜂被害のピークは７月から 10 月。休業は４日未満が多いが、労働者がアレルギーを持っている場合

には死亡の可能性もある」と話します。 

同労基署は、集団指導や事業場への情報提供の機会を捉えて、対策を促しています。蜂刺されのリス

クが高い作業に従事させる場合など、必要に応じてアレルギー検査の実施を求めています。蜂の習性を

考慮し、黒い服を避けるなどの対策も有効だと呼び掛けています。 

同県内では昨年７月に、草刈り中の労働者が蜂に刺されて死亡する事案が発生しています。 
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◆調査 

ＡＩ業務利用に学歴差 2025年度「新入社員意識調査」 

 一般社団法人日本能率協会が新入社員向け公開教育セミナーの参加者 657人を対象に行った調査で、

ＡＩの利用経験や仕事での利用意欲には学歴間で差があることが判明しました。「ＡＩを使って仕事を

したいですか」と尋ねたところ、高卒の15.5％が「できればしたくない」と答えています。「（積極的

に）したい」は 13.0％で、大卒の 34.8％、高専・専門・短大卒の 25.9％に比べて低くなっています。 

 今まで使ったことがあるＡＩの種類を尋ねた設問では、「ChatGPT」が 79.8％で最も高くなりまし

た。「企業は全社員のＩＴリテラシーを底上げする体系的な教育機会を提供し、スタートラインを揃え

る必要性が高まっているのではないか」と分析しています。同協会では、新入社員とマネジメント層の

双方に向けた、ＡＩ活用研修の開講を検討しています。 

 

 

◆実務に役立つＱ＆Ａ 

時差出勤で月額変更？ オフピーク定期を利用 
 

 
 
 
 
 

令和７年 10 月から、３歳～小学校就学前の子がいる従業員に対し、柔軟な働き方を実現す

るための措置を講じることが義務付けられます。２つ以上の措置を選択する必要があり、い

わゆる時差出勤など始業時刻等の変更も選択肢の１つです。 

オフピーク定期券は、「平日朝のピーク時間帯以外に利用可能な定期券」ですが、対象エリアが限られ

ています。 

通勤費を会社が負担する場合、原則として社会保険料の算定基礎に含みます。オフピーク定期券は、通

常の定期券より割安となっていて、いわゆる下がり月変を気にする必要があります。自宅の所在地が変更

なしで、通勤定期券の種類が変更となり、金額が変更となった場合も固定的賃金の変動と扱うと解されて

います。もっとも、その報酬額の算定の際には非固定的賃金も含んで算出することになるため、総額でみ

て２等級以上下がることが改定の条件となっています（令５・６・27事務連絡）。 

 

始業時刻等を柔軟に変更できるようにして、通勤手当は「オフピーク定期券」の金額

に変更することができないか検討しています。社会保険関係では、これも随時改定の対

象になるのでしょうか。 

Q 

A 
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◆身近な労働法の解説 ―情報機器作業における労働衛生管理②― 

 
「情報機器作業における労働衛生管理のためのガイドライン」

（令元・7・12 基発 0712 第 3 号、令 3・12・1 基発 1201 第 7

号）では、事務所における情報機器作業を行う環境の整備方法につ

いて、机または作業台について定めています。 

 

1．机または作業台の要件 

以下の要件を満たすものを用いることとしています。 

・作業面は、キーボード、書類、マウスその他情報機器作業に必要なものが適切に配置できる

広さであること。 

・作業者の脚の周囲の空間は、情報機器作業中に脚が窮屈でない大きさのものであること。 

・机または作業台の高さについては、①高さの調整ができない机または作業台を使用する場合、

床からの高さは作業者の体形にあった高さとすること、②高さの調整が可能な机または作

業台を使用する場合、床からの高さは作業者の体形にあった高さに調整できること。 

 

２．ガイドラインの解説 

ガイドラインの解説では、机または作業台の高さについて、次のように示しています。 

（１）高さの調整ができない机または作業台を使用する場合 

床からの高さはおおむね 65cm～70cm程度のものを用いることが望ましい。 

65cmおよび 70cmがそれぞれ女性および男性が使用する場合に必要な高さのほぼ平均値と

なるためである。 

（２）高さ調整が可能な机または作業台を使用する場合 

高さの調整範囲は、大部分の作業者の体形に合わせることができるよう、床からの高さは

60cm～72cm程度の範囲で調整できることが望ましい。 

床からの高さの調整範囲は、椅子と同様に実用的な調整範囲を示した。調整範囲で調整で

きない場合については、椅子の場合※と同様、必要に応じて対応することが望ましい。（※椅

子については、同ガイドラインまたは前月号参照） 

高さ調整が可能な机または作業台を使用する場合には、椅子の高さを最適に調整した後、

机の高さを調整するとよい。 

大型ディスプレイを使用する場合は、十分な奥行きの机を使用し、作業者の体にねじれを

生じさせないよう、またディスプレイを見上げないように、ディスプレイを配置すること。

また、脚の周囲の空間に荷物等があり、脚が窮屈な場合は、取り除くこと。 

椅子、机また作業台に関する人間工学上の要求事項の詳細は、JIS Z8515（人間工学－視覚

表示装置を用いるオフィス作業－ワークステーションのレイアウト及び姿勢の要求事項）を

参照されたい。 

情報機器作業においては、機器と作業者の姿勢の関係を優先して机および椅子を選択およ

び調整することが望ましい。特に、ノート型機器は一般の事務机上で使用することが多く、

机・椅子の組み合わせおよび調整は長時間作業の疲労軽減に重要な因子となりうる。作業者自

身が最も作業がしやすい姿勢をとるために机や椅子の調整を行うことも必要である。 
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◆今月の実務チェックポイント 

被扶養者認定における年間収入要件の改正 

認定日が令和７年 10月１日以降で、扶養認定を受ける方が 19歳以上 23歳未満の場合（被保険

者の配偶者を除く）は、現行の「年間収入 130 万円未満」が「年間収入 150 万円未満」に変わり

ます。令和７年 10 月１日より前の期間について認定する場合、19 歳以上 23 歳未満の被扶養者に

かかる年間収入の要件は 130万円未満で判定することになりますので注意が必要です。 

 

なお、配偶者には届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含みます。 

また、年間収入とは、過去の収入のことではなく、被扶養者に該当する時点および認定された日

以降の年間の見込み収入額のことをいいます。 

雇用保険の基本手当等、公的年金、健康保険の傷病手当金や出産手当金も被扶養者の認定要件で

は、収入要件に含まれますのでご注意下さい。 

 

年齢については、扶養認定日が属する年の 12月 31日時点の年齢で判定します。 

 

扶養認定を受ける方が同居している場合には、被扶養者の収入が扶養者（被保険者）の収入の半

分以上の場合であっても、扶養者（被保険者）の年間収入を上回らないときで、日本年金機構がそ

の世帯の生計の状況を総合的に勘案して、扶養者（被保険者）がその世帯の生計維持の中心的役割

を果たしていると認めるときは被扶養者となることがあります。 

健康保険組合の場合は、健康保険組合へお問い合わせ願います。 

 

外国籍の配偶者を被扶養者（国民年金第 3 号被保険者）とする場合は、被扶養者該当届書と一緒

に「国民年金第 3号被保険者ローマ字氏名届」を提出します。 

「ローマ字氏名届」は、「国民年金第３号被保険者関係届」を電子申請により手続きされる場合

に限り、「国民年金第３号被保険者関係届」の電子添付書類として画像ファイル（PDF 形式・

JPEG形式）による提出が可能です。 

 

これまで130万円以上であったために被扶養者として認定され

なかった方が収入要件が150万円未満になることで、被扶養者と

して認定されるケースが増えることが予想されます。 
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◆助成金情報 

人材確保等支援助成金（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース） 
 

事業主が、求職者や従業員にとって「魅力ある職場」を創出する

ため、新たに雇用管理制度や業務負担軽減機器等（従業員の直接的

な作業負担を軽減する機器・設備等）を導入し、その適切な運用を

経て従業員の離職率の低下が図られた場合に、最大 230 万円（賃

金要件を満たした場合は最大 287.5万円）を助成する制度です。 

賃金要件とは、整備期間中に、雇用管理制度または雇用環境整備

の措置の実施と併せて、対象労働者名簿に記載された対象労働者の

毎月決まって支払われる賃金を５％以上引き上げる取り組みです。 

 

【助成内容および助成額】 

導入が必要なメニュー 助成額 上限額 

雇用管理制度の導入 

賃金規定制度：賃金規定および賃

金表を整備する取組 

40万円 

（50万円） 

80万円 

（100万円） 

諸手当等制度：諸手当制度、退職

金制度または賞与制度を導入する

取組 

人事評価制度：生産性向上に資す

る人事評価制度を導入する取組 

職場活性化制度：メンター制度、

従業員調査（エンゲージメントサ

ーベイ）または１on１ミーティ

ングを導入する取組 

20万円 

（25万円） 

健康づくり制度：人間ドックを導

入する取組 

業務負担軽減機器等の導入（労働者の業務負担の軽減が図

られる機器・設備等の導入） 

対象経費の 1/2 

（62.5/100） 

150万円 

（187.5万円） 

・かっこ内の金額は、賃金要件を満たした場合の額 

・上限額は、複数の雇用管理制度または労働者の業務負担の軽減が図られる機器・設備等を導入し

た際の助成上限額 

 

【助成金の対象事業主】 

１．雇用保険の適用事業の事業主であること。 

２．雇用管理制度等の整備に関する計画を都道府県労働局長に提出し、認定を受けた事業主である

こと。 

３．計画の認定申請日から計画期間の末日までの間において、同一の労働者を最低１名は適用対象

労働者として継続して雇用していること。 
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４．認定された計画に基づき、雇用管理制度または業務負担軽減機器等を新たに導入し、対象労働

者の２分の１以上に対して、当該制度・機器を実施・利用していること。 

５．導入した雇用管理制度および業務負担軽減機器等を評価時離職率算定期間の末日まで運用また

は使用していること。 

６．離職者がいる場合、一定の条件を満たすこと。 

など 

 

【支給までの流れ】 

１．雇用管理制度等整備計画の作成・提出 

  提出期間内に、本社の所在地を管轄する都道府県労働局へ提出 

２．認定を受けた雇用管理制度等整備計画に基づく雇用管理制度または業務負担軽減機器等の導入 

  ※雇用管理制度を導入する場合は、労働協約または就業規則への明文化が必要 

３．雇用管理制度または雇用環境整備の措置の実施４ 

  ２で導入した雇用管理制度または業務負担軽減機器等を計画どおりに実施・利用 

４．支給申請（評価時離職率算定期間終了後２カ月以内） 

  本社所在地を管轄する都道府県労働局へ提出 

５．助成金の支給（最大 230万円（賃金要件を満たした場合、最大 287.5万円）） 

 

＊制度の詳細は厚生労働省 HP 人材確保等支援助成金（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）

のご案内等をご参照いただくか、当法人にお問い合わせください。 

 

「産前産後・育児休業 社内様式キット」のご案内 
 

産前産後休業・育児休業に関して、 

従業員の皆様へ制度の説明の手引き、 

社内様式(育児休業の申出書など)一式を 

セットにしたキットの用意がございます。 

・イラスト入りの分かりやすい手引き 

・いつ何の書類が必要か一目で分かる一覧表 

 ご興味がある方はお気軽にご相談ください。 
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東京都世田谷区世田谷１‐３３‐２  

Tel：03-6407-9307 Fax：03-6407-9317  

e-mail：info@resilience-sr.jp 

URL：https://www.resilience-sr.jp 
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